
よくあるご質問 法・・・地方税法 令・‘・地方税法施行令 

Qi.均等割も前事業年度の実績によって、予定申告税額を計算するのですか？ 

Al． 均等割額は、算定期間（当該事業年度又は連結事業年度開始の日から当該開始の日（通算子法人である場合には、当該開 
始の日の属する当該法人に係る通算親法人の事業年度開始の日）以後6か月を経過した日の前日までの期間）の実績により
計算します（法第53条第1項・第2項（第認1条の8第1項・第2項）、令和2年旧法第53条第1項・第2項（第認1条の8第1項・第2項））。 
算定期間中に事務所等又は寮等の設置又は廃止があった場合には、事務所等又は寮等を有していた月数に基づいて均等割額 
を計算してください。東京都から送付している申告書を使用する場合には、正しい税額に訂正し、「均等割額の計算に関する 
明細書」（第6号様式別表4の3）を添付して、申告してください。 

Q2.均等割額の計算にあたり、いつの時点の資本金等の額を基準にするのですか？ 

A2． 前事業年度末日の資本金等の額により算定します（法第認条第4項（第312条第6項）、令第8条の5（第娼条の2))。 
なお、合併した法人の予定申告では、被合併法人の資本金等の額は考慮せずに、合併法人のみの前事業年度末日の資本金 

等の額により算定を行います。 

Q3.いつの時点の従業者数、月数をもとに均等割額を計算するのですか？ 

A3． 算定期間（当該事業年度又は連結事業年度開始の日から当該開始の日（通算子法人である場合には、当該開始の日の属す 
る当該法人に係る通算親法人の事業年度開始の日）以後6か月を経過した日の前日までの期間）の末日現在の従業者数及び 
算定期間中に事務所等を有していた月数により判定します（法第認条第3項（第312条第4項・第5項）、令和2年旧法第52条第3項（第 
312条第4項・第5項））。 

Q4.外形標準課税法人です。法人税では中間申告の義務がないのですが、中間申告が必要ですか？ 

A4． 法人事業税及び特別法人事業税については、中間申告の義務があります（法第刀条の加第8項、令和2年旧法第72条の26第8項）。 
法人都民税については、法人税割、均等割ともに中間申告の義務はありません。 
※ 通算親法人が協同組合等である通算子法人は、この限りではありません。 

Q5.適格合併を行いました。東京都から送付されてきた申告書の税額は、被合併法人分の予定申告税額が加算されて 
いないようですが、このまま申告してよいのですか？ 

A5． 合併法人は、被合併法人分の予定申告税額を加算して予定申告を行う必要があります（法第72条の26第2項、第53条第1項（第 
321条の8第1項）、令第8条の6第2項（第娼条の10))。お手数ですが、被合併法人分の予定申告税額を加算した税額に訂正して 
申告してください。 

Q6.2以上の都道府県に事務所等を有する法人の予定申告税額の計算方法を教えてください。 

A6. 2以上の都道府県に事務所等を有する法人は、原則として、関係都道府県ごとの前事業年度の確定税額をもとに、予定申 

告税額を計算します。 
ただし、法人事業税については、事務所等の異動があった場合や、分割基準が前事業年度の数値と著しく異なる場合には、 

以下の計算式により計算することもできます（法第72条の48第2項）。 
この場合、「課税標準の分割に関する明細書」（第10号様式）により計算した「本都分」の「分割課税標準額」を「前事業年 

度の事業税額の明細」欄に転記して税額を計算します。 
前事業年度の確定課税標準額の総額 、 － ‘ 関係都道府県ごとの分割基準の数値 、 一一 

【  一 ー一 － － 一一 ｝ × 6 事 × ｛ － 一一 一．一 】 × 税攣 
前事業年度の月数 ノ ー ー ー 、 分割基準の総数 

＊ 通算子法人である場合には、当該事業年度開始の日から法第72条の26第1項に規定する6月経過日の前日までの期間の 
月数に読み替えてください。 

Q7. 当該事業年度の途中で都内に新たに事務所を設置しました。法人税では中間申告の義務があるのですが、東京都 
に対して中間申告を行う必要はありますか？ 

A7． 東京都に対しても中間申告義務があります。ただし、法人事業税・特別法人事業税・法人都民税法人税割の予定申告税額 
は、前事業年度の税額をもとに算定しますので、0円となります。法人都民税均等割については、当該事業年度の実績に基 
づき算定しますので、算定期間中に都内に事務所等を有していた月数に応じて計算してください。 

況T取 便利な電子申告・電子納税等をご利用ください！ 
東京都では、e [TAX （エルタックス：地方税ポータルシステム）を通じて、インターネットを利用した電子申告、電子申請・届出、 

電子納税を受け付けています。e LTAX では、 全ての都道府県‘市区町村へ一括して電子納税を行うことが可能です。納付方法は、ダイ 
レクト納付やインターネットバンキング、クレジットカード又はATMから選択できます。 

申告から納税までの手続を一貫して行うことができる便利な電子申告・電子納税等をぜひご利用ください。 

■ 利用可能な手続（法人事業税・特別法人事業税・法人都民税） 

電子申告 電子申請・届出 電子納税 

0 確定申告 0 中間申告 0 予定申告 0 修正申告 

0 清算確定申告 0 均等割申告 など 

0 法人設立・設置届出 0 異動届出 
0 法人税に係るグル一プ通算制度（連結納税）の承認等の届出 
0 申告書の提出期限の延長の処分等の届出・承認等の申請 
0 更正の請求 
0 法人事業税減免申請（中小企業者向け省エネ促進税制）など 

0 本税の納付 0 見込納付・みなし納付 

0 延滞金の納付 0 加算金の納付 

令和6年1月1日現在 

■ お問合せ先 
・利用手続きに関すること ・申告内容・納税に関すること 

eLTAXホ ームページ https://www.eltax.Ita.go.jpノ 〔電子申告、電子申請・届出〕所管の都税事務所の各税目担当 

ご不明な点等は、上記ホームページの「よくあるご質間」をご覧ください。 〔電子納税〕 所管の都税事務所の徴収管理担当 

' 
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特別法人事業税 令和5年改正 

＊ 令和2年4月1日以後に開始する事業年度から、電子申告義務化の対象法人は、法人事業税・特別法人事業税・法人 

都民税の申告を、eLTAX （電子申告）により提出しなければなりません。詳細は、東京都主税局ホームページをご参 
照ください。 

※この記載の手引中、用語の定義は次のとおりです。 

用 語 定 義 

令和2年旧法 地方税法等の一部を改正する法律（令和2年法律第5号）附則第1条第5号に掲げる規定による改正前の地方税法 

令和2年旧政令 地方税法施行令の一部を改正する政令（令和2年政令第2“号）による改正前の地方税法施行令 

1 この申告書の用途等 
この申告書は、地方税法（以下「法」といいます。）第72条の2第1項第1号又は第2号に掲げる事業を行う法人（同項 

第1号に掲げる事業と同項第2号に掲げる事業とを併せて行う法人を含み、同項第3号又は第4号に掲げる事業を行う法人 

を除きます。）が前事業年度又は前連結事業年度の法人税割額並びに前事業年度の法人事業税額及び特別法人事業税額を基 

礎にして中間申告をする場合（以下「予定申告」といいます。）に使用してください。 

なお、同項第3号に掲げる事業（小売電気事業等、発電事業等及び特定卸供給事業）を行う法人が予定申告をする場合に 

は第6号の3様式（その2）を、同項第4号に掲げる事業（特定ガス供給業）を行う法人が予定申告をする場合には第6号 

の3様式（その3）を使用してください。 

(1） 中間申告の義務について 
事業年度が6か月を超える法人（通算子法人である場合には、当該事業年度開始の日の属する当該法人に係る通算親法人の 

事業年度が6か月を超え、かつ、当該通算親法人の事業年度開始の日以後6か月を経過した日において当該通算親法人との間 

に通算完全支配関係がある法人）は、原則として中間申告の義務がありますが、以下の場合については中間申告の義務はあり 

ません。 

① 所得を課税標準とする法人（連結申告法人を除く。） 

法人税法第71条第1項ただし書の規定により法人税の中間申告を要しない場合 

なお、通算親法人が協同組合等である通算子法人は、この限りではありません。 

② 所得を課税標準とする連結申告法人 

前連結事業年度の連結法人税個別帰属支払額又は前事業年度の法人税の額を基準として令和2年旧政令で定めるところに 

より計算した金額が100,000円以下又は当該金額がない場合 

※ ①②の場合であっても、外形標準課税法人（法第72条の2第1項第1号イに掲げる法人）又は収入金額課税法人（同項 

第2号に掲げる事業を行う法人）は、法人事業税及び特別法人事業税の中間申告の義務があります。また、医療法人等の 

特別法人は、法人事業税及び特別法人事業税の中間申告の義務はありません。 

(2）仮決算による中間申告について 
事業年度又は連結事業年度開始の日から当該開始の日（通算子法人である場合には、当該開始の日の属する当該法人に係る 

通算親法人の事業年度開始の日）以後6か月を経過した日の前日までの期間を1事業年度とみなして仮決算に基づく中間申告 

を行う場合には、この申告書ではなく、中間・確定申告書（第6号様式）により申告してください。 

※ 所得を課税標準とする連結申告法人及び通算親法人が協同組合等である通算子法人は、仮決算に基づく中間申告を行うこ 

とができません。 

※ 法人事業税及び特別法人事業税に係る仮決算に基づく中間申告は、予定申告に係る税額を超える場合には行うことができ 

ません。 

2 提出先 

本都内の主たる事務所又は事業所（外国法人にあっては、法の施行地において行う事業の経営の責任者が主として執務す 

る恒久的施設）（以下、事務所又は事業所を「事務所等」といいます。）の所在地を所管する都税事務所長又は支庁長に「提出 

用」を提出してください。 

3 申告納付期限 
予定申告書の提出及び納付の期限は、事業年度又は連結事業年度開始の日（通算子法人である場合には、事業年度開始の 

日の属する当該法人に係る通算親法人の事業年度開始の日）以後6か月を経過した日から2か月以内です。予定申告書を提 

出する義務のある法人が、提出期限までに申告書を提出しなかった場合には、申告があったものとみなされ、当該税額の納

付義務が生じますので、必ず期限内に納付してください（法第72条の26第5項、第53条第1項・第2項、第321条の8第1項・ 

第2項、令和2年旧法第53条第1項・第3項、第321条の8第1項・第3項）。 

・申告内容のご相談や郵送・電子申告による申告書のこ提出は、所管の都税事務所（都税支所）・支庁へお願いします。 
なお、主たる事務所・事業所の所在する区の都税事務所の窓口においても、申告書をお預かりし（受付印を押印）、所管都税事務所に回 
付します。 

・東京都主税局ホームページから、申告書・届出書等の様式がダウンロードできます。ほかにも、都税事務所（都税支所）・支庁のご案内や都税に 
関する様々な情報を掲載していますので、こ覧ください。(https ゾノwww.tax.metro.tokyo.Ig.j p/) 

，東京都主税局 

-1- （一 ）23 120-204 （特） 



(C 
9

各欄の記載のしかた 〇印字されている税額を訂正せずに提出する場合は、下段の前事業年度又は前連結事業年度の明細の記載及び 
「均等割額の計算に関する明細書」（第6号様式別表4の3）の添付を省略して差し支えありません。 

I

を記載例＞ 、 

1 事業年度 令和6年4月1日～令和7年3月31日 

2 前事業年度の所得金額 15,683,925円 

3 前事業年度の法人税額 6,298,900円 

（うち使途秘匿金税額3,316,000 円） 

4 令和6年3月31日現在の資本金等の額 1,000万円 

＜所在地＞ 本店の所在地を記載してください。 
なお、2以上の都道府県に事務所等を有する法人で、他の道府県に 

本店がある場合は本都内の主たる事務所等の所在地を併記してください。 

＜法人名＞ 法人課税信託の受託者が当該法人課税信託について、 
この申告書を提出する場合には、当該法人課税信託の名称を併記 
してください。 

封 一連番号 組織 法人名 

＜処理事項＞記載は不要です。 

一受付印： 
, 

信 卑 月 日 
什 ． ・

令和 6 年1 1月30 日 

東京都新宿 Ml税撃撃 殿 

整理番号 

7 0 7 0 

事務所 

申告入力 異動 

/ 界 

4 /
法 人 番 号

管 理 番 号

2 I 3 4 5 6 7 
申告区分 

1 I 
年月 

I 

l謂 I 2 3 4 S 6 7 8 9 1 2 3 4 
日 

＜前期末現在の資本金の額又は出資金の額＞ 前事業年度又は前連結事業年度 

の末日現在の資本金の額又は出資金の額を記載してください。 

なお、（ ）内には、当該事業年度又は連結事業年度開始の日（通算子法人である 

場合には、当該事業年度開始の日の属する当該法人に係る通算親法人の事業年度 

開始の日）以後6か月を経過した日の前日現在の資本金の額又は出資金の額を記載し 

てください。 

資本金の額又は出資金の額は、法人税の明細書（別表5(1)）の「～資本金等の額の 

計算に関する明細書」に記載したところに準じて記載してください（かっこ内は除きます。）。 

第
ナ
号
の
「
 

（ふりがな） 

／ ノ法人名
/ (J ') 0' ) 

V 
ノ 令和 0 a 

事業税顧の7L算方着く⑩～⑩膚＞ 

（前事業年度の事業税の割ごとの額⑩～⑩）÷ 

（前事業年度の月数）×6* 

寿別法ス事業税蘭,ilL算方着く四膚＞ 

（前事業年度の特別法人事業税額⑩）÷ 

（前事業年度の月数）)( 6* 

「前事業年度の月数」は暦に従って計算し、1月に満たない端数を生じ 
たときは1月とします。 

・前事業年度終了の日において外形標準課税法人（法第72条の2第1 

項第1号イに掲げる法人）であった法人が、この申告の期間の末日にお 

いて該当しなくなった場合（同号ロに掲げる法人に該当することとなっ 

た場合）には、⑩及び⑩の各欄には金額を記載せま⑩の欄の金額を前 

事業年度の月数で除して得た額の6倍＊に相当する額を⑩の欄に記載 

してください。 

＊ 通算子法人である場合において、当該事業年度開始の日から法第 

72条の26第1項に規定する6月経過日の前日までの期間の月数（暦 

に従って計算し、1月に満たない端数を生じたときは1月とします。）が 

6以外であるときは、分子の「6」を当該月数に読み替えて計算した金 

額を記載してください。 

＜⑧～⑩欄＞前事業年度又は前連結事業年度の法人税割額の明細 
＜③～⑨欄＞前事業年度の事業税額・特別法人事業税額の明細 

⑧から⑩まで及び⑩から①までの各欄は、それぞれの欄に対応す 

る前事業年度又は前連結事業年度の確定申告書に記載した金額を記 

載してください。 

本都内に恒久的施設を有する外国法人の⑧から⑩までの各欄は、 

それぞれの欄に対応する前事業年度の「外国法人の法人税割額に関 

する計算書」（第6号様式別表1の2）に記載した法人税法第141条第 

1 号イに掲げる国内源泉所得に対する法人税額及び同号ロに掲げる 

国内源泉所得に対する法人税額の合計額を記載してください。 

＜⑩欄＞次の算式により算定した金額を記載してください。 

⑧の欄のかっこ内の金額×税率 

（税率は、前事業年度又は前連結事業年度の法人税割の税率を使用し 
てください。） 

なお、2以上の都道府県に事務所等を有する法人及び本都内の特別 
区と市町村とに事務所等を有する法人の場合は、次の算式となります。 

一－一－‘一 ⑧の欄のかっこ内の金額 
⑨の欄の金額× 

⑧の欄のかっこ外の金額※ 

※法人税割額の課税標準である法人税額となります。 

新宿己あ新宿二丁目8番1号 事業種目 電気器具l 告業 

（電話 03 一5321 一1 1 1 1 ） 前期末現在の資本金の額
ぶt きがいtゃ 又 は 出 資 金 の 額 × × × かぶt きがいt や 

× × × 株式会社 
とうきよう たろう 

東京 太郎 
（ふりがな） 

経理貴任者 

氏 名 

t んじゅく は4こ 

0 0 0 0 0 

前期末現在の資本金の額及び
資本準備金の額の合算額 ./ 1 0 0 0 0 0 0 0 

新宿 花子 裏嬰まMl ま Q4)*● 14 4 0 4 り 4 4 

年 04 

＜前期末現在の資本金の額及び資本準備金の額の合算額＞ 前事業年度又は前 

連結事業年度の末日現在における資本金の額及び資本準備金の額の合算額を記載 
してください。 

資本金の額及び資本準備金の額は、それぞれ法人税の明細書（別表5(1)）の「～資 

本金等の額の計算に関する明細書」に記載したところに準じ、合算額を記載してください。 

＜前期末現在の資本金等の額＞ 次に掲げる法人の区分ごとに、前事業年度又 

は前連結事業年度の末日現在のそれぞれ次に定める金額を記載してください。 
(1）連結申告法人以外の法人（(3）に掲げる法人を除きます。） 

法第23条第1項第4号の2ロ（第292条第1項第4号の2ロ）又は令和2年旧 

法第23条第1項第4号の5ロ（第292条第1項第4号の5ロ）に定める額 
(2）連結申告法人（(3）に掲げる法人を除きます。） 

令和2年旧法第23条第1項第4号の5ハ（第292条第1項第4号の5ハ）に定 

める額 

(3）保険業法に規定する相互会社 

地方税法施行令第6条の24第2号若しくは第3号（同令第45条の4において準 

用する場合を含みます。）又は令和2年旧政令第6条の25第2号若しくは第3号 

（令和2年旧政令第45条の5において準用する場合を含みます。）に定める金額 

式 

冒 

I 
犀 暑 

別法人事曇*1 日までの麟器こ器 31 月 03 年 07 日から令和 01 月
 

事 業

前事業年度の事業税額 （＠の金額） 

所 得 割 額 ＠× 前事業轟の月数

付加価値割額 ＠× 前事業轟の月数

資 本 割 額 ＠× 前事業轟の月数

収 入 割 額 ④× 前事業轟 の月数 

，事前事業年度の特別法人事業税額（⑨） 

ミ蓄特別法人事業税額（＠×前事業轟の月数）
予定申告税額（@+② +⑩ +⑩ +の ) 

⑩ 
税 

惟 百万 
8 8 す 8 0 

着ス税割翻の彫草オ誉く（②〕膚＞ 

I（前事業年度又は前連結事業年度の法人税割額①）X 6 ") 

÷（前事業年度又は前連結事業年度の月数） 

・「前事業年度又は前連結事業年度の月数」は暦に従って計算し、1月に満たな 

い端数を生じたときは1月とします。 
＊ 通算子法人である場合において、当該事業年度開始の日から法第53条第1 

項又は第2項（第321条の8第1項又は第2項）に規定する6月経過日の前日 

までの期間の月数（暦に従って計算し、 1月に満たない端数を生じたときは1 

月とします。）が6以外であるときは、分子の「6」を当該月数に読み替えて 

計算した金額を記載してください。 

〔均等割額の彫草方着くく国）・（り膚＞〕 

均等割額は算定期間の実績で計算します。 

＜⑤欄＞ この月数は、暦に従って計算し、1 月に満たない端数が生じたと 
きは切り捨てます。ただし、その期間の全部が1月に満たないときは1月と 
します。算定期間中に事務所等又は寮等の設置又は廃止があった場合は、 
その月数には設置又は廃止の日を含めて計算してください。 

＜⑥欄＞ 次に掲げる法人の区分ごとに下記の金額を記載してください。 

ア.都内の特別区に事務所等又は寮等を有する法人 「均等割額の計算に 
関する明細書」（第6号様式別表4の3）を作成し、その⑧の欄の金額 

イ.都内の市町村のみに事務所等又は寮等を有する法人 以下の「都民税 
均等割の税率表」により算定した金額 

税 

6 8 0 2 0 

4 0 3 

千 

1 

民

Sc 

百万 千 

35000 

1 9 3 3 0 0 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

都 
前事業年度又は前連結事業 

年度の法人税割額 

（⑩の金額） 

予定申告税額 

（①×喜轟，轟雀み長） 
この申告力噛正申告である場合は 

既に納付の確定した当期分の 

法人税割額 

この申告により納付 
すべき法人税割額 

②― ③ 

算定期間中において 

事務所等を有していた月数 
均

等

割

額

 

,0. 00。円×豊 

この申告により納付 
すべき都民税額 ⑦ 

④＋⑥ 

前事業年度又は前連結事業年度の法人税割額の明細 

r 恒 *136嘉：0~? 

~

都民税均等割の税率表

都内の市町村のみに事務所等又は寮等を有する法人 

法人の区分 道府県分 
・公共法人、公益法人等（独立行政法人で収益事業を行うものを除く。） 
・収益事業を行う人格のない社団等 
・一般社団法人‘一般財団法人 
・その他の資本金の額又は出資金の額を有しない法人（保険業法に規定す 
る相互会社を除く。） 

20,000 

上記以外 

の法人 

資
本
金
生
 

1千万円以下 20,000 

1千万円超～1億円以下 50,000 

1億円超～10億円以下 130,000 
り
の
額
 

10億円超～50億円以下 540,000 

50億円超～ 8叩，叩0 

・資本金等の額の判定時期は、前事業年度（又は前連結事業年度）の末日です。 
・特別区に事務所等又は寮等を有する法人の税率表は、「均等割額の計算に 
関する明細書（第6号様式別表4の3）記載の手引」を参照してください。 

国
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僻別控除取戻税額等又は

黒■里費灘■⑧（
又は個別帰属法人税額
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1
3
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⑨法 人 税 割 額

都民税の特定寄附金税額
控除額 ⑩
税額控除超過額相当額
の加算額 ⑩

翌離器織認■謂 ⑩
外国の法人税等の額の
控除額 ⑩
仮装経理に基づく法人
税割額の控除額 ⑩
i .税条約の実施に係る
法人税割額の控除額 ⑩
納付すべき法人税割額 
⑨―⑩ ＋⑩一＠一⑩ 一⑩―⑩
⑩のうち特別控除敢皿顧等”
は価別帰属特別控除取戸：-
Jに『・る‘人税揩寺 

⑩ 

税割額 
⑩― ⑩― ⑩ ⑩ 

法第15条の4の徴収猶予 
を受けようとする税lF 

この申告L 期間 

度 又 は 
年度の期間 

前 事 

法人の事業年 
の 

」」与税理士 
署 名 

円
0
 

@ 

② 

の 

⑩ 

444900 

00 

00 

00 

の 3 2 9 2 0 0 

の 

の 

164500 

6 0 9 4 0 0 
この申告が修正申告である場合は既に納付の確定した 
当期分の事業税額及び特別法人事業税額 

この申告により納付すべき事業税額及び 再A 一両み 
特別法人事業税額 ツ セノ 

の 0 0 

@ 609400 

前事業年度の事業税額・特別法人事業税額の明細 

税 鷲 課 税 標 準 

,r 5 /
8 8 0 す 8 8 

円 

円 

円 

9 8 8 8 0 0 

9 2 

6 8 3 5 0 0 

8J 6 055 1 

1 

恰 

④、⑩～⑩、③、③に印字されている 
税額を訂正しない場合には、この枠内 

の記載を省略して差し支えありません。 

千 筋 

要 摘
 

⑩ 所
得
割
 
付
加
価
値
割
 
資
本
割
 

収
入
割
 

所得金額総額 

⑩
⑩
 

所 得 金 額 

付加価値額維額 

⑩ 付加価値額 

⑩ 資本金等の額慧顧 

⑨ 資本金等の額 

⑩ 収入金額総額 

⑩ 収 入 金 額 

（事 

業
 
税） 

合計事業税額 

事業税の特定寄附金税額控除額魯 

仮装経理に基づく 事業税額の控除額⑩ 

租税条約の実施に係る事業税額の控除額⑩ 

納付すべき事業税額 O 一国一⑩一⑩＠ 

⑩ 

Ml

＠所 得 割 

泉資本割 
Ml

推
8 8 す 8 0 8 付加価値割＠ 

Ml 収入 割国 

摘 税 標 鷲
可 叩 に係る 

別法人事業税領 ⑩ 町 千 円
8898 0037 

百万 
2 9 2 0 

円
0
 

全 
収入割に係る 
特別法人事業税組 

合計特別法人事業税 

⑩ 0 0 

仮装経理に基づく●’‘ 事業税額の控除 

租税クー： -'nに係る特別法人事業税額の控除額 

納付すべき特別法人事業税額 ④一⑩―⑩ 

9 2 2 3 0 0 

9 2 2 3 0 0 

@
 
＠
 
。
 
。
 

707 

<⑨欄＞ 
2以上の都道府県に事務所等を有する法人が修正申告に 

係る税額につき徴収猶予を受けようとする場合において第 

1 号様式による届出書に代えようとするときに記載してく 
ださい。この場合において記載する金額は、④の欄に記載し 

た金額と⑩の欄に記載した金額の合計額と同額になります。 

＜通算親法人の事業年度の期間＞ 

通算子法人が、当該事業年度開始の日 

の属する当該法人に係る通算親法人の事 

業年度の期間を記載してください。 

-2- -3-

業 


